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【主な関係法令】
　・介護保険法（平成9年法律第123号）
  ・介護保険法施行令（平成10年政令第４12号）
  ・介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）
・指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号）
　　  ↓　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　
  ※平成２５年度からは、「岡山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成24年市条例第８５号）」が適用となります。
　・指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係
る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号）
↓　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　
　※平成２５年度からは、「岡山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成24年市条例第９０号）」が適用となります。
  ・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）　
　・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（平成18年厚生労働省告示第127号）
　・指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について
　　　↓　 　　　　　　　　　　　　　　　 　              　（平成11年老企第25号）
 　※平成２５年度からは、「介護保険法に基づき条例で制定された指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等の基準について（平成２５年岡事指第１２２１号）」も適用となります。
・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管
理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関す
る基準の制定に伴う実施上の留意事項について　 　　　　　 （平成12年老企第36号）
　・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事
項について　（平成１８年老計発第0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001号）
・通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて　（平成12年老企第54号）


　　　　　　指定申請について

Ⅰ―１　指定の事務の流れ
	事前相談　→　申請書等受付　→　審査　→　申請書等受理　→　指定（更新）通知
（新規のみ）　（指定(更新)予定日 （約1か月）　　　　　　　　　　　　　＜1日付＞
　　　　　　　　 の前々月末日まで）


（１）事前相談について（新規申請の場合のみ）
・事前相談は、電話で予約が必要です。担当者が不在であったり、別の相談を受けている
場合もありますので、必ず電話予約をしていただき、申請窓口へお越しください。
その際は、必ず事業者（責任をもって回答ができる者）が来庁してください。
※設計コンサルタントや建築事業者のみでの相談は不可。
・予定している事業開始日を見込んで、ゆとりを持って事前相談されるようお願いします。
◇事前相談の内容◇
・事前相談は，留意事項等の説明，質疑応答その他必要な指導・助言を行います。
　　以下の書類をご用意のうえ、お越しください。
【事前相談で使用する書類】
・事前相談票
・事業所の建物の計画平面図
	◇事前相談、申請受付◇
岡山市　事業者指導課　
TEL　０８６－２１２－１０１３
　　　〒７００－０９１３
　　　岡山市北区大供三丁目１－１８　ＫＳＢ会館４階



　
（２）指定（更新）申請書の提出期限・提出方法
◇新規申請の場合は、指定予定日の前々月の末日までに、当課まで１部持参してください。　
郵送での受付は原則行いません。
◇更新申請の場合は、指定更新予定日の前々月の末日までに、当課まで１部持参又は郵送し
てください。
なお、指定申請書等の様式については、岡山市ホームページに掲載しておりますので、ダ

ウンロードして使用してください。

【指定申請様式の掲載場所】
https://www.city.okayama.jp/jigyosha/0000022830.html
トップページ > 事業者情報 >  事業を営んでいる方  >  介護・障害事業者 >  申請・届出関連 > 通所系サービス事業所の指定・更新申請について
※申請書類の内容に不備がある場合等、当課で受理することができないと判断した場合は、ご希望の指定日での手続きができない場合がありますので、十分な余裕をもって申請してください。
◇指定予定日の変更等について
・指定予定日については、指定申請書の記載日により行うことを原則とします。
しかし、以下に該当する場合であって、指定予定日に指定申請を行うことが困難である
と当課が判断した場合は、申請の内容、審査の進捗状況等を踏まえ、事業者と協議の上、
指定予定日の変更等を行うこととします。
【指定予定日を変更等する場合】
①指定申請書類の受理後、工事の遅延等により指定予定日に指定をすることが困難と
認められる場合
②指定予定日の１週間前までに、申請書類の修正や追加資料の提出がなく、審査に支障をきたす場合
③その他事業者の責に帰すべき事由により指定予定日に指定等をすることが困難と
認められる場合
　　※指定申請書類の提出後、人員が確保できないことが明らかになった場合や、人員に変更が
生じた場合などは、ただちに当課に連絡してください。連絡なく指定を受けることは、虚
偽の申請に該当し、場合によっては指定取消になることがありますのでご留意ください。
（３）指定申請の流れ
	～　指　定　月　の　前　々　月　の　末　日　ま　で　～
	１　事前相談

申請準備

申請書類の作成

	①事業者からの指定基準に関する質問に対する応答
②図面相談等
・介護サービス事業者の指定を受けるためには、申請者の要件のほか、サービスの種類ごとに岡山市の条例で定める人員や設備、運営に関する基準等を満たしていなければなりません。
よって、指定申請に当たっては、事前に、必要な手続きや人員の手配、設備面の整備、申請書類の作成など、様々な準備をする必要があります。
・準備内容のご説明やご相談は、随時お受けしていますので、
　なるべく早い段階からご連絡ください。
・事前相談には、事業者（責任をもって回答ができる者）が来庁してください。

	
	２　申　　請
（申請書類の提出）

	①申請書類の確認
②欠格事由、人員基準、設備・運営基準の適合性をチェック
・申請時点で、必要な人員が確保できていること、基準に適した建物設備、備品等の設置が完了していることが必要です。
・指定申請書類は、指定を受けようとする月の前々月の末日までに提出してください。なお、書類の不備等で受付できない場合もありますので、遅くとも申請期限の一週間前には提出するようにしてください。
・申請者控えとして、申請書類一式の写しを必ず保管してください。

	
	３　受　　付
	月の末日締め切り。（末日が閉庁日の場合は、翌開庁日）


　　　
	前　月
	４　審　　査
　　受　　理
	①書類審査（申請内容が指定基準に適合しているか確認）
②介護保険事業者台帳へ登録（事業所番号付番）
③指定通知書の送付
　※指定通知書は再発行しませんので大切に保管してください。



	指定月
	５　指　　定
	◎毎月１回、１日付けで指定します。
・指定の有効期間は６年間です。当該有効期間を更新するには、更新申請が必要となります。



	指定月以降
	６　公　　示
情報提供
	・指定事業者名、事業所名、所在地、サービスの種類等を公示し、市ホームページに掲載します。
・事業者情報を岡山県国民健康保険団体連合会へ情報提供します。

	
	７　実地指導
	・サービスの質の確保、向上を図るため、事業所を訪問してヒアリング行い、人員、設備、運営、報酬について指導します。


（４）その他の主な手続き
①業務管理体制に関する届出
・事業者として初めて介護サービス事業所等の指定を受けた場合は、「業務管理体制に関する届出」が必要です。下記へお問い合わせください。
◇岡山市　事業者指導課
（０８６）２１２－１０１３
https://www.city.okayama.jp/jigyosha/0000007589.html
トップページ > 事業者情報 >  事業を営んでいる方  >  介護・障害事業者 >  申請・届出関連 > 介護サービス事業者の業務管理体制整備に関する届出について
②老人福祉法上の届出
　　　　◇岡山市　高齢者福祉課　
（０８６）８０３－１２３０
　　　③生活保護法上の指定
・平成２６年７月１日以降は、生活保護法第５４条の２第２項の規定により、介護保険法の規定による指定がなされた場合には、生活保護法の指定介護機関として指定を受けたものとみなされます。生活保護法の指定介護機関としての指定が不要な場合には、別途、申出書を下記の担当課へご提出ください。
◇岡山市　生活保護・自立支援課医療扶助適正化係
（０８６）８０３－１２４４
Ⅰ―２　指定申請について
（１）指定申請に当たって
・居宅サービス事業、介護予防サービス事業を実施するためには、人員及び設備の基準
　を満たしていることはもちろんのことですが、運営に関する基準に従って事業運営を
実施できることが条件となります。
指定申請を行う前に、必ず運営に関する基準をお読みいただき、基準どおり事業の実
施が可能かどうかご判断の上、申請を行ってください。
◆また、事業所の場所や建物について、都市計画法（開発許可）及び建築基準法並びに消防法における関係部署と協議し、必要な手続等がある場合は、その手続きが完了していることが必要です。完了していない場合には、受付できないことがあります。
必ず、事前に担当部署に確認し、建築物関連法令協議記録（市様式）に所定の事項を記載のうえ、提出願います。
（２）指定の要件
　・介護保険上の指定事業者となるためには、事業所ごと、サービスの種類ごとに以下の
　　要件を満たしている必要があります。
　　
①　事業所の従業者の員数及び設備が、通所リハビリテーション事業の場合は、「岡山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年市条例第８５号）に定める基準及び員数を満たしていること。
介護予防通所リハビリテーション事業の場合は、「岡山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２４年市条例第９０号）に定める基準及び員数を満たしていること。
　　　 ②　岡山市条例の定める運営に関する基準に従って、適正な事業運営ができること。
③　申請者やその役員等が、介護保険法上の欠格事由に該当しない者であること。
	※通所リハビリテーション事業と介護予防通所リハビリテーション事業を、同じ事業所で
一体的に行う場合は、通所リハビリテーションの人員基準、設備基準を満たしていれば、
介護予防通所リハビリテーションの人員基準、設備基準を満たしているものとみなすこ
とができます。





　　　　指定（更新）申請書類について


Ⅱ―１　指定（更新）申請に必要な書類（申請書・添付書類）
・通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション事業の指定（更新）申請をするためには、下記の書類が必要です。
　・通所リハビリテーション事業と介護予防通所リハビリテーション事業を同時に申請する場
合は、別々に書類を作成する必要はありません。ただし、各書類において、サービス種類を記載する箇所に両方のサービス名を記入する必要があります。
◎申請に当たっては、必要書類を「指定（更新）申請書類一覧」の番号順に揃え、「指定（更新）申請等に係る自己点検表（通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション）」と併せて提出してください。なお、下記書類のほかに、必要に応じて追加資料を求める場合があります。
Ⅱ―２　みなし指定について
　・平成２１年４月から、健康保険法の規定による保険医療機関の指定を受けている病院又は
診療所については、介護保険法第７１条第１項の規定により、通所リハビリテーション及び
介護予防通所リハビリテーションの指定があったものとみなされます。
　・介護老人保健施設又は介護医療院については、介護保険法第７２条第１項の規定により、通所リハビリテーション及び介護予防通所リハビリテーションの指定があったものとみなされます。
・みなし指定を不要とする場合は、「指定を不要とする旨の申出書（様式第２号）」を１部提出
してください。ただし、指定を不要とする旨の申出をした後に、再度指定を受けようとする場合には、通常の指定申請手続きが必要となります。
◎平成２１年４月以降、みなし指定を受けた病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院が、新たに介護事業者として通所リハビリテーション又は介護予防通所リハビリテーションを開始し、介護給付費を算定（請求）するに当たっては、「岡山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年市条例第８５号）」等を満たすとともに、事業開始月の前々月末日までに、下記の書類を提出する必要があります。
　【指定（更新）申請書類一覧表】
　（◎必須、○該当の場合に必要、△届出内容に変更がない場合は省略可、×不要）
	
	必要書類
◇申請者の控えとして、申請書類一式の写しを必ず保管しておいてください。
	新規
指定
	更新
申請
	みなし指定（医療）
	みなし更新（老健・医療院）
	様式番号

	１
	· 指定・許可申請書
	◎
	×
	×
	×
	別紙様式第一号（一）

	２
	· 指定（許可）更新申請書
	×
	◎
	×
	×
	別紙様式第一号（二）

	３
	· 通所リハビリテーション・介護予防通所リハ
ビリテーション事業所の指定に係る記載事項
	◎
	◎
	  ◎
	◎
	付表第一号（七）

	４
	· 法人登記事項証明書（原本）、条例・指定管理者協定書（写し）等
	◎
	◎
	×
	◎
	

	５
	· 病院・診療所の使用許可証又は届出書等の写し
	◎
	◎
	◎
	×
	

	６
	· 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表
	◎
	◎
	◎
	◎
	標準様式１

	７
	· 資格証等の写し
	◎
	◎
	◎
	◎
	

	８
	· 雇用契約書の写し・法人役員従事申立書
	◎
	◎
	◎
	◎
	

	９
	· 経験看護師経歴書
	○
	○
	○
	○
	市様式

	10
	· 事業所の位置図
	◎
	△
	◎
	△
	

	11
	· 事業所の平面図
	◎
	△
	◎
	△
	

	12
	· 設備等一覧表
	◎
	△
	◎
	△
	標準様式４

	13
	· 専用施設の写真
	◎
	△
	◎
	△
	

	14
	· 設備・備品等写真
	◎
	△
	◎
	△
	

	15
	· 運営規程
	◎
	△
	◎
	△
	

	16
	· サービス提供実施単位一覧表
	◎
	△
	◎
	△
	市様式

	17
	· 利用者からの苦情を処理するために講ずる
措置の概要
	◎
	◎
	◎
	◎
	標準様式５

	18
	· 損害賠償への対応が可能であることが分かる書類
	◎
	◎
	◎
	◎
	

	19
	· 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
	◎
	△
	◎
	△
	別紙2

	20
	· 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表　
	◎
	△
	◎
	△
	別紙1-1-2

	21
	· 事業所規模に係る届出書
	◎
	×
	◎
	×
	市様式5-1，5-2

	22
	· 各種加算届出書その他請求に関する添付書類
	◎
	×
	◎
	×
	国様式、
市様式等

	23
	· 誓約書
	◎
	◎
	◎
	◎
	市様式

	24
	· 通所リハビリテーション計画書の様式
	◎
	◎
	◎
	◎
	

	25
	· 建築物関連法令協議記録報告書
	◎
	△
	×
	△
	市様式

	26
	· 指定更新申請に係る届出事項確認書
	×
	◎
	×
	◎
	市様式

	27
	· 指定（更新）申請等に係る自己点検表
	◎
	◎
	◎
	◎
	市様式


Ⅱ―３　指定（更新）申請書類の作成について
１　指定・許可申請書　（別紙様式第一（一）（二））
・以下の事項にご留意の上、当該様式に必要事項を記載してください。
	記載項目
	記載上の留意事項

	申請書上部

	年月日
	・指定申請書の提出年月日を記入してください。

	
	申請者
	・法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称、代表者の職名、氏名
を記載してください。
※法人登記上記載されている、主たる事務所を、丁目・番地、ビル名等を省略せずに記載してください。
　法人の名称についても、省略せず、登記上の正式な法人名を記載してください。（例：「医療法人」を「（医）」等のように省略しないこと）

	「申請者」欄
	法人等の種別
	・「社会福祉法人、医療法人、一般財団法人、一般社団法人、医療生活協同組合」等の区別を記載してください。

	
	代表者の職名・
氏名・生年月日
	・法人の代表者としての職名（理事長等）、及び氏名並びに生年月日を記載してください。

	
	代表者の住所
	・法人の代表者の個人の住所（自宅の住所）を記載してください。

	「事業所・施設の種類」欄
	指定（許可）申請対象事業等
	・今回申請する事業に該当する欄に「○」を記入してください。

	
	既に指定（許可）を受けている事業等
	・既に指定を受けている事業に該当する欄に「○」を記入してください。

	
	指定（許可）申請をする事業等の開始予定年月日
	・申請書類を提出する日の属する月の翌々月の１日（指定予定年月日）として記入してください。

	医療機関コード等
	・現に医療機関コードが付番されている場合に記載してください。

	その他
	・電話番号、ＦＡＸ番号、郵便番号、フリガナ等の誤りや記入漏れがないかよく確認してください。


３通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション事業所の指定に係る記載事項
（付表第一号（七））

	記載項目
	記載上の留意事項

	事業所
	名称
	・通所リハビリテーション事業所の名称をフリガナとともに記載してください。
※運営規程の事業所名称と一致していること。

	
	所在地
	・郵便物が確実に届くように、ビル名や部屋番号等も記載してください。
※運営規程の事業所所在地と一致していること。

	
	連絡先
	・市からの連絡文書等を受信できる、携帯メール以外のEmailアドレスを記載してください。

	管理者
	氏名・生年月日・住所
	・管理者の氏名、フリガナ、生年月日、郵便番号、住所を記載してください。

	事業所の種別
	・該当するもの１つに○をしてください。

	医師の員数
	・医師の数を、常勤・非常勤、専従・兼務の勤務形態別に記入する。

	専用の部屋等の面積
	・内法（内寸）で定員×３㎡以上確保していること。

	単位別従業者の職種・員数
	・理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員の数を、常勤・非常勤、専従・兼務の勤務形態別に記入する。
・指定申請書類５「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」の人数、
　常勤と一致していること。
※従業員の常勤、勤務形態（常勤・非常勤、専従・兼務）については、参考１「従業者の常勤及び勤務形態について」をご参照ください。


	営業日・その他年間の休日
	・営業日に○をつけ、営業時間を記載してください。
・年末年始等の休業日を記載してください。
※運営規程に記載の内容と一致していること。

	営業時間
サービス提供時間
	・営業時間及び単位ごとのサービス提供時間を記載してください。
※運営規程に記載の内容と一致していること。

	定員
	・利用定員（単位ごとの定員）を記入してください。


参考１　従業者の常勤及び勤務形態について
【就労形態（常勤・非常勤、専従・兼務）の考え方】
	
	定義
	該当例

	常勤
	事業所における勤務時間が、当該事業所の常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していること。
※正規職員、パート、派遣などの雇用形態の別にかかわらず、「常勤職員の勤務時間数」を勤務する場合はすべて常勤です。
	・常勤者：週４０時間勤務の事業所で、週４０時間勤務の者。

	非常勤
	事業所における勤務時間が、当該事業所の常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していないこと。

	・常勤者：週４０時間勤務の事業所で、週２０時間勤務の者。

	専従
	「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(もっぱ),専)らその職務に従事すること」＝　事業所の従業者（常勤・非常勤の別を問わない）が、当該事業所におけるサービス提供時間帯を通じて、他の職種（業務）に従事しないこと。
	・勤務時間数に関わらず、勤務時間中、当該サービス業務のみに従事する場合。

	兼務
	事業所の従業者（常勤・非常勤の別を問わない）が、当該事業所におけるサービス提供時間帯を通じて、当該事業所の他の職種（業務）又は同一法人が経営する同一敷地内の他の事業所の業務にも従事していること。
	・勤務時間中、当該サービスと併せて他の業務にも従事する場合。


【就労形態のパターン】
	
	専従
	兼務

	常　勤
	常勤専従
常勤で勤務している者が、当該事業所における勤務時間帯を通じて、当該サービス以外の職務に従事しないこと。
例）常勤者週４０時間勤務の事業所で、
週４０時間勤務の者が、勤務時間中、
　当該サービスのみに従事する場合。

	常勤兼務
常勤で勤務している者が、当該事業所における勤務時間帯を通じて、当該サービスと併せて他の業務に従事していること。
例）常勤者週４０時間勤務の事業所で、
　　週４０時間勤務の者が、勤務時間中、
当該サービスと併せて他の業務にも
従事する場合。


	非常勤
	非常勤専従
非常勤で勤務している者が、当該事業所における勤務時間帯を通じて、当該サービス以外の勤務に従事しないこと。
例）常勤者週４０時間勤務の事業所で、
週２０時間勤務の者が、勤務時間中、
当該サービスのみ従事する場合。

	非常勤兼務
非常勤で勤務している者が、当該事業所における勤務時間帯を通じて、当該サービスと併せて他の業務にも従事していること。
例）常勤者週４０時間勤務の事業所で、
週２０時間勤務の者が、勤務時間中、
当該サービスと併せて他の業務にも
従事する場合。



	◆常勤兼務の考え方について◆
・　事業者側から見ると、同じ建物に複数介護保険事業所があり、従業者が兼務する場合、常勤兼務と考えがちですが、介護保険事業所については、それぞれ独立した事業所と考えるため、それぞれの事業所で非常勤の専従扱いとなりますので注意してください。
例えば、通所リハビリテーション事業所と介護老人保健施設で同じ人が時間をずらして勤務するような場合、それぞれの事業所で非常勤扱いになります。基準上で常勤要件となっている者については注意が必要です。基準上で常勤者が必要となっている場合に常勤者がいないと人員基準違反になります。
また、それぞれ時間を明確に分ける必要がありますので、勤務表を作成するときは、それぞれの事業所ごとに勤務時間を分けて作成してください。
例外的に兼務が認められる場合は、管理者であって同一敷地内の他事業所の管理業務を行う場合で業務に支障がないと認められる場合のみです。
（通所リハビリテーションの場合は医師が該当する。）




	４法人登記事項証明書（原本）、条例・指定管理者協定書（写し）等
	◆申請者における法人格や事業目的について確認するものです。
　・法人の登記事項証明書の原本（３か月以内で最新のもの）　　を添付してください。
　・登記申請中の場合は、法務局の受付印が押してある登記申請書類の写し及び確約書（登記事項証明書を提出する期日を示したもの）を提出してください。
　・法人以外の場合は不要です。
　※指定管理者の場合は指定管理協定書の写し（原本証明が必要）を提出してください。

※同一事業者が同時期の指定日又は同時に複数の事業所の指定・更新申請を行う場合（例えば、Ａ法人が通所リハビリテーションと介護老人保健施設の２つの事業所を共に７月１日開始予定で申請する場合）は、１つの事業所の指定申請書類に登記事項証明書の原本を添付していれば、他の事業所の指定申請書類には、その写しの添付で差し支えありません。その場合、当該写しに「原本は、○○の指定申請書に添付」等と記載し、原本の添付先を明記してください。



	≪原本証明の例≫　※原本証明は、写しの余白部分に記載してください。
この写は原本と相違ないことを証明します。
平成　　年　　月　　日　←　証明日を記入する。
法人名　
代表職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　←　法人の代表者印を押印する。


　※定款及び法人登記事項の変更手続き中のため、申請期限日までに提出が出来ない場合は、次の書類を添付してください。なお、指定予定日のおおむね１週間前までに、変更後の登記事項証明書等の提出がない場合は、指定予定日の変更が必要になります。
①変更前の登記事項証明書の写し
②変更手続き中であることが分かる書類（所管庁の受付印がある申請書の写し等）
③確約書（変更後の登記事項証明書の提出期日を示したもの）
	５病院・診療所の使用許可証又は届出書等の写し
	◆保健所等からの使用許可書（届出書）の写しを添付してください。（変更許可申請等を行っている場合は、最新の許可書等の写しを添付してください。）
　・病院･･･知事（岡山県医療推進課）の使用許可書の写し
　・法人が開設する診療所･･･保健所長の使用許可書の写し
　・医師の開設する診療所･･･保健所へ提出した診療所開設届の
写し


６従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表　（標準様式１）
◆従業者の勤務体制や勤務の形態の月別一覧表により、従業者の配置に係る人員基準の遵守状況を確認するものです。提出する際は、シフト記号表も提出してください。
	記載項目
	記載上の留意事項

	 作成年月
	・事業開始予定月の勤務シフトを作成してください。

	サービス種別・事業所名
	・サービス種別を選択し、事業所名を記入してください。

	「４週・暦月」「予定・実績」
	・プルダウンで選択してください。

	事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数
	・常勤職員の勤務時間は、労働基準法により、１日８時間・１週４０時間が上限（変形労働時間制を採用する場合は別）となりますので、事業所の就業規則や雇用契約書等を確認し記載してください。
※１週３２時間以下の場合については、常勤の勤務すべき時間は、週３２時間としてください。

	事業所全体のサービス提供単位数
	・サービス提供単位数及びシートに記入する単位目を記入してください。

	記入する単位のサービス提供時間
	・運営規程で定めているサービス提供時間を記入してください。

	勤務形態一覧表
	職種
	・医師（管理者）、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、
看護職員、介護職員、経験を有する看護師、他のリハビリテーション提供者の順にプルダウンで選択してください。

	
	資格
	・資格が必要な職種（医師・理学療法士等、看護職員等）について、資格証等を確認のうえプルダウンで選択してください。

	
	勤務形態
	・Ａ：常勤で専従、Ｂ：常勤で兼務（常勤で専任の医師）、
Ｃ：非常勤で専従、Ｄ：非常勤で兼務（非常勤で専任の医師）
の区分をプルダウンで選択してください。

	
	氏名
	・字体に注意し、資格証等他の書類と一致させること。（例）「国」と「國」、「高」と「髙」、「恵」と「惠」、「浜」と「濱」広」と「廣」、「沢」と「澤」　など。

	
	勤務時間表

	・管理者及び従業者全員について、事業開始予定日から１か月分の勤務表を作成し記入してください。
・通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーションに従事する勤務時間について、日々の勤務時間ごとに区分して記載してください。（時間外勤務は含みません。）
※運営規程で定めた営業日・営業時間・サービス提供時間に基準を満たす人員
が配置されている必要があります。ただし、労働基準法に定める労働時間の上限（週４０時間）を超える勤務時間数で勤務割表を作ることは原則できません。

	
	兼務状況（兼務先及び兼務する職務の内容）等
	・同一法人で同一敷地内にある又は隣接する他の事業所等の職務を兼
務する場合に記入してください。
※兼務する他の事業所等の「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」を添付すること。

	
	利用者数
	・単位ごとの利用者の実人数（予定の場合は定員数）を入力してください。

	７資格証等の写し
	◆従業（予定）者において必要な資格内容を確認するものです。
・資格の必要な従業員の資格証を、Ａ４サイズにコピーし、５「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」に記載した氏名の順に並べて提出してください。
　※合格証書は不可ですので、免許証を添付のこと。
　※現在の姓と資格証等の姓が異なる場合は、公的機関が発行する書類により、改姓したことを確認する必要がありますので、戸籍抄本等を提出してください。なお、改姓に必要な手続きがある場合は、資格証の変更手続きを行ってください。

	８雇用契約書の写し・
　法人役員従事申立書
	◆従業者の手配（確保）状況や契約内容等を確認するものです。
○従業者とは、雇用契約等により、当該事業所の管理者の指揮
命令下にある者をいいます。
　・雇用期間、勤務事業所名、勤務場所、業務内容、勤務時間、休日、賃金・手当て等、社会保険（年金・医療保険）の加
　　入状況、労働保険（雇用保険・労災保険）の有無について確認できる雇用契約書（本人直筆の署名・捺印があるもの）又は雇用関係が確認できる書類（労働条件通知書・辞令等）の写しを、６「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」に記載した氏名の順に並べて提出してください。
※雇用契約書以外の場合には、その写しの表面の余白（余白が
ない場合は裏面）に、本人による署名（住所・氏名・就業開始年月日）が必要です。
※業務委託契約は、使用者と労働者（従業者）との間に指揮命令関係があるとはいえないため認められません。
　・同一法人からの異動の場合は、申請日時点ではなく、事業開始予定日以降の雇用関係が確認できる書類（辞令の写し又は就任承諾書等）も添付してください。
　※労働基準法、最低賃金法等に従い、適正に雇用契約すること。通勤手当・家族手当・時間外手当等は最低賃金に含まれません。
※変形労働時間制を採用する場合は、労使協定の写し（又は就
　業規則）を添付してください。
◇法人役員が、当該事業所の管理者や従業者等の業務に従事する場合は、当該業務に従事していることの申立書（勤務時間・勤務
内容等を明記したもの）を添付してください。

	９経験看護師経歴書
	◆居宅条例第１３９条第２項（基準省令第１１１条第２項）該当の
診療所の場合のみ、必要となる場合があります。
　・経験看護師の氏名、生年月日、自宅の住所・電話番号、職歴、看護師の資格取得年月日を記載してください。

	10事業所の位置図
	◆事業を実施する事務所の所在地を確認するものです。
　・全体的な地図及び近隣の住宅地図に、印（色塗り）をするなど、所在地が分かるようにしてください。

	11事業所の平面図
　
	◆事業所の設備要件について確認するものです。
　・事業所の平面図（各室の用途を明示すること）及び求積表
※図面は、寸法を正確に記載したものを作成し、専用の部屋に
　ついては、その範囲と面積（内法）、その算出根拠となる計算
式を記載すること。その際、通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの提供に必要のないもの等（押入れ、床の間、廊下、柱、造り付けの家具等）の面積は除外すること。（通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ専用の部屋は、内法面積で 定員×３㎡以上必要）
・写真にて確認するため、平面図に写真の番号と撮影した方向を矢印で明記してください。

	12設備等一覧表
	◆設備基準上適合すべき項目のうち、付表及び平面図で確認できる項目以外の事項について記載してください。

	13専用施設の写真
	◆サービスの提供に必要な設備や備品の準備状況について確認するものです。
　・事業所の外観（建物全体）、出入口（玄関）、事務室、食堂及び機能訓練室、便所、洗面設備をA４の紙に貼付又は印刷してください。
　　なお、事業所の外観、事務室、食堂及び機能訓練室については、２方向以上から撮影してください。
　・各写真に設備等の名称及び番号を付け、それぞれの写真が平面図のどの部分を撮影したものかが分かるよう明示してください。
　※写真は、最新の状況を撮影したカラー写真とし、撮影日を明記してください。
　※用途に従い、適切に使用できる状態であることを確認するため工事中・改修中など、設備・備品が揃っていない状態のものは認められません。

	14設備・備品等写真

	◆サービスの提供に必要な設備や備品の準備状況について確認するものです。
　・事業所の写真（外観、事業所の出入口部分、専用の部屋等）
　　※各２方向以上、Ａ４用紙に貼付すること。

　・設備・備品等の写真（便所、洗面設備、消防法上必要な消火設備、リハビリテーションに必要な機器及び器具等）
①送迎車両の写真及び車検証の写し
※リースの場合等は契約書の写し
②食事の提供を行う場合は厨房の平面図及び写真
※委託実施の場合は委託契約書の写し
③入浴を行う場合は入浴設備の平面図及び写真

※Ａ４用紙に貼付すること。
・各写真に設備等の名称及び番号を付け、それぞれの写真が平面図のどの部分を撮影したものかが分かるよう明示してください。

	15運営規程
	◆事業所において、事業運営上の重要事項に関する規程が適切に定められているかを確認するものです。
　・関係省令や基準等に従って適切に作成し提出してください。

・次の内容を網羅し、具体的で分かりやすいものとすること。
　　①事業の目的及び運営の方針
（②事業所の名称等）
③従業者の職種、員数及び職務の内容
④営業日及び営業時間／サービス提供時間
⑤通所リハビリテーションの利用定員
⑥通所リハビリテーションの内容及び利用料その他の費用の額
⑦通常の事業の実施地域
⑧サービスの利用に当たっての留意事項
⑨緊急時、事故発生時等における対応方法
⑩非常災害対策
⑪虐待の防止のための措置
⑫成年後見制度の活用支援
⑬苦情解決体制の整備
⑭その他運営に関する重要事項
　※営業時間に加えサービス提供時間も記載してください。

※その他の費用は、介護保険利用料以外で徴収するものをすべて記載してください。ただし、利用者からその他費用を徴収するためには、指定基準に徴収の根拠があり、かつ、あらかじめ利用者に金額等を説明し、同意を得ておくことが必要です。

　

※通常の事業の実施地域外に居住する利用者に対しては、利用者の同意を得れば、通常の事業の実施地域を越えた地点からの交通費（移動に要する実費）を、その他の費用として別途請求することができます。交通費を請求するかしないかは事業所で判断し、請求する場合には、運営規程に明記してください。

	16サービス提供実施単
位一覧表
	◆サービス提供について確認するものです。
・曜日ごとに提供単位の状況、利用定員を記載してください。
・サービス提供時間は、送迎に要する時間は含まないでください。


	17利用者からの苦情を処
理するために講ずる措
置の概要

	◆利用者及びその家族からサービス提供等において、苦情があった場合の処理体制や対応策について確認するものです。
　・苦情に関して、円滑かつ迅速に対応するため、利用者等に対する苦情解決責任者、苦情受付担当者等を定め、相談・連絡先の電話番号、対応時間を明記の上、事業所における苦情処理の体制及び手順等を具体的に分かりやすくまとめて記載してください。
　・公的機関の苦情相談窓口として、「岡山県国民健康保険団体連合会、通常の事業の実施地域の保険者（例）岡山市の場合、岡山市介護保険課、岡山市事業者指導課」を記載してください。
　・終結後５年間の記録の保存規定が必要です。

※当該文書は、事業所内に掲示し、利用者へ適切に周知する必要があります。


	18損害賠償への対応が可能であることが分かる書類
	◆事業実施に際し、損害賠償すべき事故が発生した場合に、対応可能であるかを確認するものです。
　・損害賠償責任保険証書の写しを添付してください。
　※手続き中の場合は、加入申込書及び領収証の写し等を添付してください。


	19介護給付費算定に係
る体制等に関する届出
書

	◆事業所の体制に係る介護給付費の各種加算等や割引を届け出る申請書です。
　・届出書に必要事項を記入し、添付書類とともに提出してくだ
さい。
　※「異動等の区分」は、「１新規」に○を付けてください。


	20介護給付費算定に係
る体制等状況一覧表

	◆事業所の体制状況や各種加算等を確認するものです。
　・必要事項を記入し、全ての項目に対し該当する番号に○を付けてください。


	21事業所規模に係る届
出書
	◆事業所規模に関する事項等を確認するものです。
・平均利用延人員数を算出して事業所規模を確認してください。　


	22各種加算届出書その他
請求に関する添付書類
	◆各種加算等を算定できる体制にあるかを確認するものです。
◇添付書類については、「体制届の手引き」を参照してください。
※「体制届の手引き」及び「様式」のダウンロード
トップページ > 事業者情報 > 事業を営んでいる方 > 介護・障害事業者 > 申請・届出関連 > 通所系サービス事業所の体制届について


	23誓約書（居宅サービス
　介護予防サービス）
	◆法人役員及び申請事業所の管理者が、介護保険法及び岡山市条例で定める欠格事由に該当しない者であることを確認するものです。
　※誓約内容について、関係条文を十分確認したうえで提出してください。
　※誓約書に係る役員等の範囲には管理者も含まれます。

	24通所リハビリテーシ
ョン計画書の様式

	◆通所リハビリテーションを提供するに当たって、事業所で使用する「通所リハビリテーション計画書」の様式を確認するものです。
※通所リハビリテーションの所定単位数を算定するには、居宅サービス計画に沿った通所リハビリテーション計画をあらかじめ作成し、利用者に説明、同意、交付するなど、基準に従った運営を行う必要があり、単にサービス提供するだけでは介護報酬を請求できません。


	25建築物関連法令協議記
録報告書

	◆申請事業所の建物について、関連法令（都市計画法、建築基準法、消防法）における協議内容を確認するものです。
・開発許可、用途変更、農地転用等の各種手続きが必要な場合がありますので、早めに担当部署へ協議してください。市街化調整区域の場合には特に注意が必要です。


	26指定更新申請に係る届出事項確認書
	◆指定更新申請において書類の添付を省略する場合に、既に提出した届出の内容について、変更がないことを確認するものです。

	27指定（更新）申請等に係る自己点検表
	◆指定（更新）申請等に必要な書類が揃っているかどうか確認するものです。


参考２　「役員等」の範囲について
· 介護サービス事業者の指定等における欠格事由・取消事由（指定取消から５年を経過しない者であるとき等）にある「役員等」の範囲については、下記を参照してください。

	①法人でない病院等の場合は、医療法及び薬事法で規定されている管理者
②法人である場合は、
Ａ．役員
◇業務を執行する社員・取締役・執行役又はこれらに準ずる者
※「これらに準ずる者」とは具体的には
・合名会社、合資会社、合同会社では会社法で規定される社員
・株式会社では会社法で規定される役員（取締役、会計参与、監査役、執行役、
理事、監事、会計監査人など）
・社会福祉法人→社会福祉法で規定される役員（理事・監事）
・医療法人→医療法に規定される役員（理事・監事）など
・ＮＰＯ法人→特定非営利活動促進法に規定される役員（理事，監事）
◇相談役、顧問等の名称を有するかどうかは問わず、Ａに掲げる者と同等以上の
支配力を法人に対し有するものと認められる者
Ｂ．その事業所を管理する者
・事業所の管理者
従って、認知症対応型通所介護事業所の管理者は、「役員等」の範囲に含まれます。



Ⅱ―４　介護給付費算定に係る体制等に関する届出について
（１）届出の趣旨
・介護保険制度では、サービスの種別及び人員配置やサービス提供の様態等の体制内容によ
り、算定される報酬額が異なる場合があることから、当該体制状況や各種加算等の算定要件
等を確認するため、「介護給付費算定に係る体制等届出書」（以下「体制届」という）を　　　下記事項について求めています。
【「体制届」における届出事項　】
1 介護給付費の算定に当たって事前に届出が必要と関係告示で定められている事項
2 居宅サービス計画策定（支給限度額管理）のために必要な事項
3 支払審査機関や保険者における審査・請求の上で必要な事項
以上により、「新たに介護保険事業者の指定を受ける場合」又は「指定を受けた後、体制等
に変更が生じ、新たに加算や割引を算定する（又は算定しない）こととなった場合」は、下記のとおり、体制等の届出を行ってください。
（２）届出が必要な加算（減算）の内容及び必要書類
・次の内容の加算（減算）等を算定しようとする場合は、事前に岡山市への届出が必要です。
届出をしていないと、サービスを提供しても報酬が支払われませんのでご注意ください。
　※書類作成に当たっては、「体制届の手引き」を参照してください。
	※「体制届の手引き」及び「様式」のダウンロード
トップページ > 事業者情報 > 事業を営んでいる方 > 介護・障害事業者 > 申請・届出関連 > 通所系サービス事業所の体制届について


（３）届出日と適用（算定）開始月について
◇新たに加算等を算定する場合又は届出項目を変更する場合
　　　・適正な支給限度額管理のため、利用者や居宅介護（介護予防）支援事業所に対する周知
期間を確保する必要があることから、届出日と適用（算定）開始月については、次のと　　　　おりとなります。＜留意事項通知＞


　　　　　　
	◆毎月１５日までに届け出た場合　⇒　届出日の翌月１日より適用開始
　　　例）６月１０日　届出⇒　　７月から適用開始
◆１６日から同月末日に届け出た場合　⇒　届出日の翌々月１日より適用開始
例）６月１８日　届出⇒　　８月から適用開始



※担当部署へ到達した日をもって届出日となりますので、郵送の場合は余裕をもって提出
願います。
　　※１５日が閉庁日の場合は、翌開庁日が期限日となります。
◇加算等を算定しないこととなった場合
・事業所の体制について、加算等の算定要件を満たさず、加算等が算定できなくなった場
合や、加算等が算定できなくなることが明らかになった場合は、速やかに「体制届」を
提出してください。
この場合、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から、加算等の算定ができま
せん。
※加算等が算定されなくなった事実発生日＝適用年月日となります。

　　　　指定後の手続きについて


Ⅲ―１　変更の届出について
・既に申請、届出している事項に変更が生じた場合、１０日以内に変更の届出が必要です。
　　・なお、変更内容（事業所の移転など重要な変更の場合）によっては、事前に岡山市（事業者指導課）と協議する必要があります。
　　・変更の届出は、岡山市事業者指導課へ１部提出してください。　
　◆同時に複数項目の変更を届出する場合、重複する書類は省略可能です。
◆人員基準を割り込み、人員確保が難しい場合は、事業の休止又は廃止届が必要です。
◆運営規定の「従業者の職種、員数及び職務の内容」についての変更の届は年１回で足ります。

※書類作成に当たっては、「変更届の手引き」を参照してください。
	※「変更届の手引き」及び「様式」のダウンロード
トップページ > 事業者情報 > 事業を営んでいる方 > 介護・障害事業者 > 申請・届出関連 > 通所系サービス事業所の変更届について


Ⅲ―２　　介護給付費の請求・支払いについて
　　・介護保険事業者が利用者へサービス提供した後、介護給付費の支払いを受けるには、市町
　村（保険者）から審査・支払に関する事務の委託を受けた岡山県国民健康保険団体連合会
へ請求する必要があります。
指定通知書の受理後、岡山県国民健康保険団体連合会との手続きを行ってください。
・サービス提供月に係る請求は、翌月１０日までに行い、岡山県国民健康保険団体連合会において請求内容を審査した後、サービス提供月の翌々月の月末（請求月の翌月）に事業者へ支払われます。
請求がエラーになった場合は、支払いができない場合がありますのでご留意ください。
詳しくは、岡山県国民健康保険団体連合会へお問い合わせください。
	岡山県国民健康保険団体連合会　　
　〒700-8568 　
岡山市北区桑田町１７番５号
　　（０８６）２２３－８８７６　（介護保険課）
　


◆過誤申立（介護給付費の取り下げ）について◆
◇「過誤申立」とは、岡山県国民健康保険団体連合会に請求した介護報酬の内容に誤りがあった場合に、請求の取り下げ（支払金額の返還）を行うことです。


　・請求誤りによって、実際のサービス提供実績とは異なった額で介護給付費が支払われた場合
には、介護給付費の取り下げを行う必要があります。
既に審査決定済み又は支払い済みの介護給付費の誤りを訂正するためには、一度請求を取り
下げて、支払われた介護給付費を返還したうえで再請求を行わなければ、正しい介護給付費
の支払いを受けることができません。この取り下げを行わずに再請求した場合には、二重請
求エラーとなります。
また、請求すべきではない請求を行い、支払いを受けた場合にも、「過誤申立」の方法によ
り、介護給付費の返還を行わなければなりません。
　※介護給付費の取り下げを行う場合の例
　　　・要介護４であるのに、要介護１のサービスコードで請求してしまった。
・加算を算定できるのに、加算の請求を行わなかった。
・サービスの提供回数を間違えてしまった。
・公費の受給者であるのに、公費の記載を行わなかった。
・サービスを提供していないのに請求を行い、支払いが行われてしまった。
◆再度正しい内容で請求を行う場合又は請求を取り消す場合には、「介護給付費過誤申立書」
を岡山市（保険者）に提出し、過誤の決定を受ける必要があります。詳しくは、岡山市介護保険課資格給付係（０８６）８０３－１２４１へお問い合わせください。
　
Ⅲ―３　事業の廃止・休止・体制の終了について
（１）廃止・休止について
・介護サービス事業の運営ができなくなった場合は、廃止又は休止の旨を市に１か月前までに
届け出なければなりません。
例えば、９月１日から事業を廃止・休止しようとする場合、７月３１日までに届出を行わなければなりません。
廃止をすると、みなし指定がなくなります。

（２）体制の終了について
　・介護サービス事業の運営ができなくなった場合、体制の終了という方法をとることもできます。この場合、体制に関する届出書によって、体制を終了する旨を速やかに届け出てください。

　　体制の終了を選択すると、みなし指定は残ります。

（３）継続的なサービスの確保
・事業を廃止、休止又は体制の終了をしようとするときは、引き続きサービスの提供を希望する利用者に対し、必要なサービスが継続的に提供されるよう、居宅介護支援事業者や他の居宅サービス事業者、その他関係者との連絡調整を行わなければなりません。連絡調整の内容について、利用者に関する一覧表を作成の上、各届出と併せて提出してください。
　　　　　　　　　　　　　　　利用者のサービス継続のための措置
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　廃止・休止・体制の終了
　　　　　　　　　　　　　　　（他事業所の紹介・引き継ぎ等）
廃止・休止の日の1か月前まで
Ⅲ―４　　事業の再開について
◇事業所を休止後、再開した場合には、再開した日から10日以内に届け出る必要があります。
なお，再開届出書の提出は，事後となっていますが，指定基準（人員基準・設備基準）を満
たしていることの確認を要するため、事業の再開を検討しようとする場合は、事前に岡山市事業者指導課　（０８６）２１２－１０１３までご連絡ください。
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介護保険制度において、介護保険サービスを提供するには、サービスを行う事業所ごとに指定を受ける必要があります。


岡山市内に事業所を設置し新規（更新）指定を受けるに当たっては、本書に従って申請書類を作成し、審査を受けてください。


また、指定を受けた後も、必要な届出等を行ってください。
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≪通常の事業の実施地域について≫














・「通常の事業の実施地域」は、この地域以外の利用者にはサービスを提供できないということではなく、利用者が希望すれば、サービスを提供することができます。





【事業者の立場からみた「通常の事業の実施地域」の意義】


　・事業者は、正当な理由なくサービスの提供を拒むことができないが、通常の事業の　　　


　　実施地域外であることは、サービス提供を拒む正当な理由があるとされる。





　・通常の事業の実施地域以外の地域において通所リハビリテーション事業を行う場合は、通常の事業の実施地域を越えた地点からの交通費（移動に要する実費）を、その他の費用として徴収できる。





≪「役員等」の範囲について≫











≪届出日と適用（算定）開始月≫











Ⅲ





事業の廃止・休止・体制の終了の届出
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